別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農業振興費
	事業名: 企業等農業参入支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農業経営課　就農支援担当　電話番号：058-272-1111（内2846）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11419@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：5,500千円（前年度予算額：5,900千円）

	事業内容


	１　事業の内容


農業者の高齢化が進み、担い手が不足する中、農地の新しい担い手として、企業の役割に期待し、一般企業の農業への参入を推進します。
企業が新たに農業に参入するには、法手続の問題、企業を受け入れる地域の問題、農産物の生産技術の問題など、いろいろな問題を解決する必要があります。
その問題を解決するために、下記の内容の事業を実施します。
①企業がいつでも農業への参入を相談できるように、相談窓口を岐阜県農業会議に設置
　し、専門知識を持ったスタッフ（コーディネーター）を配置します。
②地域段階に、「就農支援協議会」を設置し、農地の確保や農業制度の助言、栽培技術の
　指導等を行い、企業の農業参入を後押しします。また、コーディネーターが企業と就
　農支援協議会のマッチングを行います。
③既に農業参入を果たした企業を農業参入アドバイザーとして認定し、これから農業に
　参入しようとする企業に対してアドバイスしていただきます。
④企業・参入地域・県の三者で農業参入について協定を結び、円滑な農業参入を可能と
　するシステムづくりに取組みます。
⑤農業参入事例集の作成、企業参入セミナー（相談会）の開催、農業参入企業で構成す
　る連絡協議会の設立による情報交換を行い、企業の農業参入を支援します。
	２　所要経費


（１）企業等農業参入支援事業交付金　　4,500千円

　①相談窓口設置費（コーディネーター人件費等）3,419千円
　②コーディネーター活動費　　　　　　　　　 1,081千円
　※企業等農業参入支援事業交付金は相談窓口を設置する岐阜県農業会議に交付

（２）企業等農業参入推進事業費　　1,000千円

　①農業参入アドバイザー活動費　196千円

　②企業の農業参入推進活動費　　804千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

・女性や高齢者に対する活動の支援や、農外企業等の農業参入を促進する。
	２　これまでの取組状況


異業種から農業に参入した法人は、平成２２年度末現在４２社を把握。
平成２１年度は、一般企業に対する農業参入へのアンケート調査等を実施。

平成２２年度は、企業参入モデル事業の実施、農業参入法人制度活用ガイドの配布等により農外企業の農業参入を推進。
平成２３年度からは、当該事業により、相談窓口を開設、農業参入セミナーの開催等を通じ、企業の農業参入促進に向け支援体制を整備。
	３　これまでの取組に対する評価


平成２１年度に実施した企業へのアンケートでは、農業への参入に関心を持つ企業が50％を超える等、企業の農業参入のニーズを把握できた。

平成２２年度実施した企業参入モデル事業等により、企業が農業参入する際に生じる課題を把握し、平成２３年度には、当該事業により本格的に企業の農業参入を促進する体制が整備された。（平成23年10月現在の相談企業数１４法人　内地域との調整に入っている企業７法人）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	5,900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,900

	要求額
	5,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


